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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。 
２．売上高には消費税等は含まれておりません。 
３．第32期第３四半期累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存

在するものの、１株当たり四半期純損失のため記載しておりません。 
４．第33期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失のため、また、第33期第３四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有しないため、記載しておりません。

  

 当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外書きしておりま

す。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第32期 

第３四半期 
累計期間 

第33期 
第３四半期 
累計期間 

第32期 
第３四半期 
会計期間 

第33期 
第３四半期 
会計期間 

第32期 

会計期間 

自平成22年 

１月１日 
至平成22年 

９月30日 

自平成23年 

１月１日 
至平成23年 

９月30日 

自平成22年 

７月１日 
至平成22年 

９月30日 

自平成23年 

７月１日 
至平成23年 

９月30日 

自平成22年 

１月１日 
至平成22年 

12月31日 

売上高（百万円）  3,285  3,239  1,065  1,127  4,564

経常利益又は経常損失（△） 
（百万円） 

 2  △22  △33  5  155

四半期(当期)純利益又は四半期純
損失（△）（百万円） 

 △15  △57  △40  8  118

持分法を適用した場合の投資利益 
（百万円） 

 －  －  －  －  －

資本金（百万円） － －  720  721  720

発行済株式総数（千株） － －  7,112  7,602  7,112

純資産額（百万円） － －  1,067  1,136  1,204

総資産額（百万円） － －  6,572  6,670  6,778
１株当たり純資産額（円） － －  150.65  149.95  169.99

１株当たり四半期(当期)純利益金
額又は四半期純損失金額(△)(円) 

 △2.20  △7.75  △5.74  1.17  16.77

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円） 

 －  －  －  －  15.70

１株当たり配当額（円）  －  －  －  －  3.00

自己資本比率（％） － －  16.2  17.0  17.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 826  791 － －  1,100

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △93  △144 － －  △114

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △903  △620 － －  △1,134

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（百万円） 

－ －  314  361  335

従業員数（人） － －  157  153  157

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年９月30日現在

従業員数（人） 153 ( ) 6
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(1）生産状況 
 該当事項はありません。 

(2）受注状況 
 該当事項はありません。 

(3）販売状況 

 （注）１．当社は、建設機械の賃貸及び販売の単一セグメントとなっております。 
２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期会計期間において、新たに発生したリスクはありません。 
また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
  

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1) 業績の状況 
当第３四半期会計期間（自平成23年７月１日 至平成23年９月30日）におけるわが国経済は、東日本大震災の影響
により依然として厳しい状況にある中で、サプライチェーンの復旧などによって生産や輸出に持ち直しの兆しが見
られたものの、急激な円高や長期化する株安など、先行き透明感が強い状況で推移しております。 
当社の主たる需要先である建設業界を取り巻く環境は、震災被害の復旧復興に向けての工事については一部動きが
あるものの、震災地域以外での状況については官民双方の建設投資の動きは鈍く、厳しい状況が続いております。
このような状況の下、当社は、中期経営計画の方針に基づいた重点施策に取り組むとともに、東日本大震災や７月
に発生した新潟県の豪雨被害に対する復旧復興工事への建設機械の提供を促進してまいりました。 
その結果、当第３四半期会計期間の売上高につきましては、震災や豪雨被害に対する復旧工事への賃貸が増加した
ことなどから、11億27百万円（前年同四半期比5.8％増）となりました。 
利益面につきましては、ローコスト経営を継続したことでレンタル売上の増加分が利益に反映し、営業利益30百万
円（前年同四半期は８百万円の営業損失）、経常利益５百万円（前年同四半期は33百万円の経常損失）、四半期純
利益８百万円（前年同四半期は40百万円の四半期純損失）となりました。 
  

(2) キャッシュ・フローの状況 
当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期会計期間末と比
べて１億65百万円減少し、３億61百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果獲得した資金は、１億９百万円（前年同四半期は２億29百万円の獲得）となりました。これは主
に税引前四半期純利益３百万円に資金の増加要因である減価償却費２億２百万円、賞与引当金の増加額20百万
円、仕入債務の増加額36百万円と資金の減少要因である売上債権の増加額１億15百万円などを反映したものであ
ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果使用した資金は、32百万円（前年同四半期は10百万円の使用）となりました。これは主に有形固
定資産の取得による支出22百万円、定期預金等の純増額８百万円などによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果使用した資金は、２億42百万円（前年同四半期は２億70百万円の使用）となりました。これは主
に借入金の純減額25百万円、社債の償還による支出１億円、割賦債務の支払額１億17百万円などによるものであ
ります。 
  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 
当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4) 研究開発活動 
該当事項はありません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第３四半期会計期間 

（自 平成23年７月１日 
至 平成23年９月30日） 

前年同四半期比（％） 

建機レンタル部門（千円）  1,127,266  105.8

合計（千円）  1,127,266  105.8

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1）主要な設備の状況 

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。   

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期会計期間中において、第２四半期会計期間末の未投資額２億83百万円のうち、２億２百万円は導入

済みであります。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発
行された株式数は含まれておりません。 

   

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 平成18年３月24日定時株主総会決議（第２回新株予約権） 

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  22,500,000

計  22,500,000

種類 
第３四半期会計期間末現在
発行数（株） 

（平成23年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年11月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  7,602,520  7,602,520
大阪証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 

(スタンダード)  
単元株式数 1,000株

計  7,602,520  7,602,520 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成23年９月30日） 

新株予約権の数（個） 349 ※２ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 523,500 ※２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 319 

新株予約権の行使期間 
平成20年４月１日から 
平成25年３月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 
発行価格  319 
資本組入額 160 

新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社
又は当社の関係会社の取締役、監査役又は従業員でな
ければならない。ただし、当社又は当社の関係会社の
取締役若しくは監査役が任期満了により退任した場合
若しくは従業員が定年により退職した場合には、この
限りではない。 

(2) 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認め
ない。 

(3) その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議に
より決定する。       

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する
ものとする。    

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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 （注）１．平成18年５月17日開催の取締役会決議により、平成18年７月１日付で１株を1.5株とする株式分割を行って
おります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新
株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

２．「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」の欄には、付与対象者が退職したことに伴い
失権した新株予約権113個（株式分割後の株式数に換算169,500株）が含まれております。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  

  

①【発行済株式】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）含

まれております。  

②【自己株式等】 

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年７月１日～ 
平成23年９月30日 

 －  7,602,520  －  721,419  －  193,878

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式

等） 
－ － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式

等） 
普通株式        25,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式      7,404,000  7,404 － 

単元未満株式 普通株式        173,520 － － 

発行済株式総数  7,602,520 － － 

総株主の議決権 －  7,404 － 

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有株

式数（株） 

他人名義所有株

式数（株） 

所有株式数の合

計（株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合 

（％） 

株式会社ニッパンレン

タル 

群馬県前橋市西片

貝町四丁目５番地

15 

 25,000  －  25,000  0.33

計 －  25,000  －  25,000  0.33
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。  

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

２【株価の推移】

月別 
平成23年 

１月 
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円）  111  148  215  184  147  126  125  132  119

最低（円）  83  94  100  141  112  107  117  99  107

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成

22年１月１日から平成22年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間

（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び当第３四半期累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月

30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成22年７月１日から平成

22年９月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期財務

諸表並びに当第３四半期会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び当第３四半期累計期間（平

成23年１月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半

期レビューを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成23年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 734,504 634,471

受取手形 209,708 260,896

売掛金 613,247 673,942

商品 10,545 7,364

貯蔵品 7,200 5,700

繰延税金資産 72,543 63,470

その他 27,197 27,981

貸倒引当金 △17,500 △19,900

流動資産合計 1,657,448 1,653,928

固定資産   

有形固定資産   

賃貸資産   

機械及び装置（純額） 1,847,665 2,047,336

その他の賃貸資産（純額） 780,984 528,277

賃貸資産合計 2,628,649 2,575,613

社用資産   

建物（純額） 398,614 403,334

土地 1,724,967 1,724,967

その他の社用資産（純額） 101,338 106,198

社用資産合計 2,224,920 2,234,499

有形固定資産合計 *  4,853,570 *  4,810,113

無形固定資産 30,431 30,431

投資その他の資産   

その他 181,758 337,398

貸倒引当金 △52,485 △53,567

投資その他の資産合計 129,273 283,831

固定資産合計 5,013,275 5,124,376

資産合計 6,670,723 6,778,304
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成23年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 308,097 298,728

買掛金 152,377 130,515

短期借入金 1,667,296 1,696,679

1年内償還予定の社債 100,000 200,000

未払金 597,323 393,934

未払法人税等 5,541 10,303

賞与引当金 40,513 16,689

その他 73,431 136,292

流動負債合計 2,944,581 2,883,142

固定負債   

社債 200,000 300,000

長期借入金 1,465,737 1,518,126

長期未払金 876,814 863,532

資産除去債務 39,554 －

繰延税金負債 2,600 －

その他 5,329 8,658

固定負債合計 2,590,035 2,690,316

負債合計 5,534,617 5,573,459

純資産の部   

株主資本   

資本金 721,419 720,929

資本剰余金 193,878 193,878

利益剰余金 221,670 300,432

自己株式 △3,482 △3,237

株主資本合計 1,133,485 1,212,002

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5,536 △1,349

繰延ヘッジ損益 △2,916 △5,808

評価・換算差額等合計 2,620 △7,158

純資産合計 1,136,105 1,204,844

負債純資産合計 6,670,723 6,778,304
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（２）【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年９月30日) 

売上高 3,285,551 3,239,919

売上原価 2,369,494 2,339,725

売上総利益 916,057 900,194

販売費及び一般管理費 ※1  837,282 ※1  840,132

営業利益 78,774 60,061

営業外収益   

受取利息 519 311

受取配当金 314 503

損害保険受取額 9,610 13,212

受取賃貸料 2,700 2,700

その他 8,613 3,086

営業外収益合計 21,758 19,813

営業外費用   

支払利息 94,387 85,430

事故復旧損失 2,396 1,262

保険解約損 － 14,544

その他 1,025 1,261

営業外費用合計 97,810 102,498

経常利益又は経常損失（△） 2,722 △22,623

特別利益   

固定資産売却益 － 250

特別利益合計 － 250

特別損失   

固定資産売却損 435 －

固定資産除却損 7,261 4,878

減損損失 8,368 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 32,553

特別損失合計 16,065 37,432

税引前四半期純損失（△） △13,343 △59,806

法人税、住民税及び事業税 ※2  2,289 ※2  △2,307

四半期純損失（△） △15,632 △57,499
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【第３四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成23年７月１日 

 至 平成23年９月30日) 

売上高 1,065,659 1,127,266

売上原価 800,008 819,902

売上総利益 265,650 307,364

販売費及び一般管理費 ※1  274,281 ※1  276,572

営業利益又は営業損失（△） △8,630 30,791

営業外収益   

受取利息 161 108

受取配当金 111 －

損害保険受取額 3,100 3,141

受取賃貸料 900 900

その他 1,946 170

営業外収益合計 6,219 4,320

営業外費用   

支払利息 29,694 28,570

事故復旧損失 896 －

その他 143 949

営業外費用合計 30,734 29,519

経常利益又は経常損失（△） △33,145 5,592

特別損失   

固定資産除却損 6,178 2,398

特別損失合計 6,178 2,398

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △39,323 3,193

法人税、住民税及び事業税 ※2  1,411 ※2  △5,723

四半期純利益又は四半期純損失（△） △40,734 8,917
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △13,343 △59,806

減価償却費 620,425 563,262

減損損失 8,368 －

長期前払費用償却額 77 63

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 32,553

貸倒引当金の増減額（△は減少） △640 △3,481

賞与引当金の増減額（△は減少） 39,049 23,824

受取利息及び受取配当金 △833 △815

支払利息 94,387 85,430

有形固定資産売却損益（△は益） 435 △250

有形固定資産除却損 7,261 4,878

保険解約損 － 14,544

売上債権の増減額（△は増加） 186,902 111,883

たな卸資産の増減額（△は増加） 383 △4,681

仕入債務の増減額（△は減少） △87,453 31,231

未払消費税等の増減額（△は減少） 39,390 △55,183

その他 34,796 14,576

小計 929,208 758,029

利息及び配当金の受取額 989 872

利息の支払額 △97,987 △86,700

保険解約による収入額 － 125,255

法人税等の支払額 △5,726 △5,971

営業活動によるキャッシュ・フロー 826,483 791,484

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △76,886 △92,726

有形固定資産の売却による収入 335 350

投資有価証券の取得による支出 △1,473 △1,526

貸付けによる支出 △1,800 △2,492

貸付金の回収による収入 1,809 3,165

差入保証金の差入による支出 △1,284 △2,874

差入保証金の回収による収入 4,830 111

定期預金等の預入による支出 △462,387 △500,678

定期預金等の満期等による収入 443,846 451,987

出資金の払込による支出 △100 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △93,108 △144,683

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 90,000 △70,000

長期借入れによる収入 340,000 750,000

長期借入金の返済による支出 △883,397 △761,772

社債の償還による支出 △200,000 △200,000

株式の発行による収入 － 490

自己株式の取得による支出 △218 △245

配当金の支払額 － △21,233

割賦債務の支払額 △249,388 △318,199

財務活動によるキャッシュ・フロー △903,004 △620,960

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △169,629 25,841

現金及び現金同等物の期首残高 484,257 335,164

現金及び現金同等物の四半期末残高 *  314,628 *  361,005
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期累計期間 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 １．資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する

会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しております。これにより、当第３四

半期累計期間の営業利益は1,116千円減少、経常損失

は1,116千円増加、税引前四半期純損失は33,670千円

増加しております。また、当会計基準等の適用開始

による資産除去債務の変動額は39,232千円でありま

す。 

２．棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

第１四半期会計期間より、「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号 平成20年９月

26日）を適用し、従来、最終仕入原価法によってい

た通常の販売目的で保有する燃料（商品）及び貯蔵

品の評価方法を総平均法による原価法に変更してお

ります。なお、これによる当第３四半期累計期間の

営業利益、経常損失及び税引前四半期純損失に与え

る影響は軽微であります。 
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【簡便な会計処理】

  
当第３四半期累計期間 

（自 平成23年１月１日 
至 平成23年９月30日） 

 １．一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著
しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して
貸倒見積高を算定しております。 

 ２．棚卸資産の評価方法 当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前
事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によ
っております。 

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものにつ
いてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末 
（平成23年９月30日） 

前事業年度末 
（平成22年12月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。  

6,599,301 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円で

あります。 

6,190,573

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 

至 平成23年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※２ 法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しております。  

給料賞与  千円296,260
賞与引当金繰入額     28,970
貸倒引当金繰入額   5,950

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※２ 法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しております。  

給料賞与  千円301,614
賞与引当金繰入額     30,020
貸倒引当金繰入額   4,132

前第３四半期会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成23年７月１日 

至 平成23年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※２ 法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しております。  

給料賞与  千円96,791
賞与引当金繰入額     14,565
貸倒引当金繰入額   842

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※２ 法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しております。  

給料賞与  千円96,940
賞与引当金繰入額     15,093
貸倒引当金繰入額   3,777

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 

至 平成23年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成22年９月30日現在） 

現金及び預金勘定  千円658,820
預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △344,192

現金及び現金同等物   314,628

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係  

（平成23年９月30日現在） 

現金及び預金勘定  千円734,504
預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △373,498

現金及び現金同等物   361,005
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当第３四半期会計期間末（平成23年９月30日）及び当第３四半期累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23
年９月30日） 
１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 7,602,520株  

２．自己株式の種類及び株式数 
普通株式 25,986株  

３．新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。  

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

当社は、建設機械の賃貸及び販売の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

（追加情報） 

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。 

  

（株主資本等関係）

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年３月29日 

定時株主総会 
普通株式  21,262  3 平成22年12月31日 平成23年３月30日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

14



１．１株当たり純資産額 

  
２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注）１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期会計期間末 
（平成23年９月30日） 

前事業年度末 
（平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 149.95円 １株当たり純資産額 169.99円

前第３四半期累計期間 
（自 平成22年１月１日 

至 平成22年９月30日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 

至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △2.20円 １株当たり四半期純損失金額（△） △7.75円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損
失であるため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損
失であるため記載しておりません。 

  
前第３四半期累計期間 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成23年１月１日 

至 平成23年９月30日） 

四半期純損失（△）（千円）  △15,632  △57,499

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）  △15,632  △57,499

期中平均株式数（株）  7,090,005  7,415,695

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前事業年度末から重要な変動があったものの
概要 

－ － 

前第３四半期会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成23年７月１日 

至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △5.74円 １株当たり四半期純利益金額 1.17円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損
失であるため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有しない
ため記載しておりません。 

  
前第３四半期会計期間 

（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成23年７月１日 

至 平成23年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △40,734  8,917

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）（千円） 

 △40,734  8,917

期中平均株式数（株）  7,088,851  7,576,974

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前事業年度末から重要な変動があったものの
概要 

－ － 

（重要な後発事象）

２【その他】

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月11日

株式会社ニッパンレンタル 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 山田 洋一  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 海野 隆善  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 桂川 修一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニッパ

ンレンタルの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第32期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年７月１日か

ら平成22年９月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行

った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニッパンレンタルの平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって

終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  



  

  

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月11日

株式会社ニッパンレンタル 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 山田 洋一  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 海野 隆善  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 桂川 修一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニッパ

ンレンタルの平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第33期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年７月１日か

ら平成23年９月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行

った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニッパンレンタルの平成23年９月30日現在の財政状態、同日をもって

終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  




